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ンシップを実施した大学等は約 68.8％（大学 67.7％，短大 43.6％，高専 100％），体験学生
数は約 6.3 万人である。また，日本経済新聞の調査（2012 年 11 月 19 日）では，インター
ンシップ制度を「持っている」大学は 83.8％（前年 82.2％），派遣学生人数も１大学平均

















農林水産省によると，平成 23 年度に新たに農業に従事する新規就農者は，前年より 3,550
人増の 5万 8,120 人（前年比 6.5％増）である。就農形態別にみると，①新規自営農業就農
者（注 1）4 万 7,100 人（同 5.1％増）②新規雇用就農者（注 2）8,920 人（同 10.9％増）③新












年齢構成比と新規学卒者をみると，新規自営農業就農者では 60 歳以上 53.8％，40 ～ 59
歳 21.7％，39 歳以下 24.5％である。新規学卒就農者（家業の農業に新規学卒で従事）は，
13.2％減の 1,380 人にとどまり，新規自営農業就農者の増加は，定年帰農（注 4）等の増加
による影響が考えられる（表２）。
出所）農林水産省「平成23年新規就農者数」平成24年をもとに筆者が作成
新規雇用就農者では，60 歳以上 9.3％，40 ～ 59 歳 25.0％，39 歳以下 65.7％で，39 歳以
下の割合が多い。農家出身が 16.6％，非農家出身は 83.4％であり，雇用就農は，非農家出
身者の就農への経路となっていることがわかる。また，新規学卒就農者は 1,910 人で，新規
雇用就農者全体の 21.4％（同 35.5％増）を占め，新規自営農業就農者の新規学卒者の 1,380
人を上回っている。新規雇用就農で非農家出身の新規学卒就農者は 1,380 人，新規雇用就
農者全体の 15.5％（同 20.0％増）を占めるようになった。
新規参入者では，60 歳以上 25.7％（同 25.8％増），40 ～ 59 歳 36.2％（同 36.4％増），39
歳以下 38.1％（同 37.9％増）であり，各年代層で増加している。
北海道内の新規就農者は 676 人（前年 700 人），内訳は，新規学卒就農者 309 人，Ｕター























を行っている。インタビュー調査は，2011 年 12 月～ 2012 年 12 月の期間に行った。イン





























平成 22 年度の農業インターンシップでは，受け入れ農業法人 149 社，体験者 587 名（学
生 327 名（56％），社会人 260 名（44％））である。社会人のうち，無職，アルバイト，フ
リーター，派遣の合計が 69.8％であり，正社職員の参加は，約 3割にとどまる（図１）。
   　図１　体験者の内訳
若年者（29 歳以下）の割合は，47％と約半数である（30 ～ 39 歳 35％，40 ～ 49 歳 12％，
50 歳以上 6％）。学生の内訳は，大学生 77％，大学院生 5％，専門学校生 6％，短大生 3％，
高校生 9％であるが，農業系であるかどうかの集計はない。
参加目的では，農業法人への就職を視野に入れて参加しているのは，社会人 73.5％，学





































用する際重要視する点は，農業に対する熱意 67.0% （北海道 75.1%），長く働いてくれそう
な人 38.1%（北海道 49.3%）である。新規学卒者採用を積極的に採用したい 23.3% （北海道
26.6%），新卒・中途にかかわらず採用する 57.6%（北海道 53.6%）である。
採用後の正社員のキャリア形成について，幹部従業員にしたい 50％，農業経営者として







アンケート」を実施している。アンケート配布回収期間は 2012 年 1 月～ 3月，配布対象









としての農業 57 社（72％），農業全般 55 社（70％）であり，以下，農業と食の関係 41 社

























数回答）は，1位から順に，意欲・熱意 91 社（74％），農業への関心 84 社（68％），人間

















採用後の勤続状況は，新卒者等の 3年以上勤続は 58％（離職率 42％）である。厚労省






































































































































































































































任のヘルパー 511 人（内，女性 83 人），臨時のヘルパー 620 人が働いている。酪農経営のステップと
考え，酪農ヘルパーを経験する人もいる。










（農業法人，自治体，学校など）は，90 ～ 150 程度である。
（注 10）新得町レディースファームスクールは，新得町が平成８年に設置した，女性だけ（18 歳以上）の農
業体験実習施設。将来円滑に農業にかかわることができる農業技術・知識水準を習得する。酪農コー
スでは４か所の農家での実習のほか，講義，農畜産物加工等の実習も行う。管理人夫婦が住み込みで
管理する宿泊施設は，バス・トイレ・洗面台・ベッド・収納タンス付きの個室が完備している。
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